社会福祉法人信徳会 令和３年度事業計画
はじめに
　　令和２年のはじめに中国の武漢で急拡大した新型コロナウィルスにより、世界中に感染が拡大し、終息を見ぬまま今度は変異型のウィルスの感染が拡大している状況です。国内ではワクチン接種が開始されるも、当法人のある地区ではまだ数か月先になると思われます。地域を同じくする事業所や病院でも複数のコロナ感染、クラスターが発生しており、サービスの対象が高齢者という点において、特に感染症は生命を脅かす脅威であるため、令和３年度も法人全体で警戒を緩めることなく、予防対策を行ないます。
昨年は他法人と協力し合って衛生用品の確保や対応策の情報提供等を行ない、当施設の対策等も整えることができました。相互扶助の気概を持って今年度も他法人等との助け合いを行ないたいと思います。実践に力を発揮できる体制づくりを検討し、研修等を行ない、災害（自然災害・感染症等）に備えたいと思います。
また国内において毎年大規模な自然災害が発生し、その他新型・変異型ウィルスによる感染拡大も終息に至らない状況であり、互いに協力し助け合うため、今年度も栃木県災害福祉支援チーム（D-WAT・一般避難所対象に活動）災害支援活動や全国老人福祉施設協議会のD-WAT（被災施設対象）の研修や活動に参加し、災害時の派遣にも協力して行きます。
地域に対しては、以前から災害時の要援護者の受け入れを行なってきましたが、今年度からは自治区に対してもお互い災害協力体制が構築できるよう、今後検討を重ねて行きたいと考えております。
また近隣の介護事業所をはじめとし、特養連絡協議会の会員施設として、有事のバックアップ体制の確保を行ない、運営を止めないための更なる安全確保に努めます。
地域における高齢者の施策として国の進める地域包括ケアの推進につきましては、ご利用者・ご家族の住まう地域にある医療・福祉の他、多様なサービス機関との協力連携を持ちながら、自身の希望が叶うよう、職員が自立支援・重度化防止への理解を深め、生活機能維持・不安なく生活が送れるよう支援するスキルを身に着けるための研修参加も進めて行きます。
働き方改革を受け、当法人もＩＴ機器や介護ロボット等を積極的に導入し、業務のスリム化・職員の業務負担軽減に努めて参りました。自分たちの職場を活性化させ、働く楽しみを作り出すため、委員会活動において、労使一体となって取り組みます。
また６０歳以上の方の雇用や短時間労働者の雇用等を今年度も積極的に行うと共に、外国人技能実習制度や留学生、新しい特定技能の活用も検討しながら、国籍・年齢の壁を越え、どなたにも法人職員として活躍して頂けるよう努めます。

　　１　信徳会基本理念

　「 笑顔と感謝 」　
〈利用者・家族〉
· 支援が必要な方々の個別のニーズを捉え、その方に合う自立した生活が現実になり、　笑顔で過ごせるよう支援します。
〈スタッフ〉

· 職員は向上心を持ち、明るい笑顔と常の感謝、強い団結心を持って、自分や肉親が利用したいと希望する施設作りを目指します。
〈地　域〉

· 地域の皆さまに安心して利用して頂けるよう、積極的な地域への参加や受入れをおこない、ふれあいを大切にしながら、役立つ情報を発信して行きます。
１－２　基本方針
「思いやりの気持ちを持って行動する」

　〈利用者・家族〉
· 安全と安心に努め、高品質のサービス提供を心掛けます。
· 利用者の立場を考え、丁寧な対応を心掛けます。
· 個別のニーズを把握し、目標達成に尽力します。

〈職　員〉

· 個人の資質の向上を目指し、内外研修への参加促進をし、それらをチームケアに活かし、　結果職員が安心して就業できる施設を目指します。特に新卒・中途採用者が孤立しないよう、コミュニケーションを大切に、思いやりの心を持って仲間を支援します。
· 自分達で運営の一翼を支えるという気概をもって委員会を発展させます。
〈地　域〉

· こまやかに丁寧、親切、迅速な対応を心掛け、地域をはじめとする利用者の役に立てる施設を目指します。
· 行政をはじめ関係機関との連携を密にして、地域を理解しながら福祉の向上を目指します。
２　法人全体の重点目標
（１）健全な経営
令和３年は報酬改定が行われ、自立支援介護・科学的介護の実践が求められます。各事業とも、今まで以上に質の高い、専門職としての知識や技術が求められます。各加算取得に向けた取り組みを強化して行きます。
今年度はLIFEを活用し、PDCAサイクルを繰り返しながらケアサービスの質を高める取り組みが開始されます。これにより、客観的にケアを見ることができ、安全性や事故防止等にも影響が出ることと期待しています。

特別養護老人ホームと併設する在宅系サービスが互いの連携を密にし、介護保険の理念や目的を踏まえ、安心・安全であり、自立支援・重度化防止に資する質の高い介護サービスを提供し、地域福祉の拠点となるべく努めます。また現在、介護職員の不足により超過勤務が多々発生しており、経営を圧迫すると共に働き方改革によりインターバルをしっかりあける・休日が取れる環境作り等により、さらなる人材確保やIT機器の導入等の工夫の推進により業務の効率化を図る等、負担軽減に努めます。
（２）地域貢献活動
①当法人内の事業所のご利用者に対し、予てから実施している社会福祉法人利用者負担減免支援事業を継続して行います。
②社会福祉法人制度改正に伴い、平成２９年栃木県社会福祉協議会・社会福祉法人経営者協議会を中心に１００法人が「いちごハートねっと事業」に加盟・発足しました。特別養護老人ホーム粟野荘がこの活動に参画していますが、すでに行っている専門の相談に加え、　地域住民のよろず困りごとに応じ、参加法人（高齢・障害・子供等）の各自の特色、強みを活かし連携しながら解決へ導くというものです。相談先が増えることで
●住民の方々に安心を提供する
●たらい回しにすることなく解決まで見守ることとなります。
福祉相談事業の継続により、この地域のニーズを知り、その後具体的支援事業に発展させて行きたいと考えています。
③公益社団法人日本財団の社会貢献事業「夢の貯金箱」に今年度も参加し、寄付を継続実施します。
④地域の方々を施設の行事にご招待し、施設の活動内容や職員との交流を通し、安心して
ご利用いただける関係作りを心掛けます。（感染拡大時を除く）
⑤自然災害等により、在宅で生活することが困難な高齢者をお預かりし、安全に過ごせるよう協力いたします。
⑥公用車の運行時、地域を走りながらパトロールを行ないます。
（３）利用者サービスの向上
事業所ごとにサービスの向上に取り組んで参ります。ご利用者とのコミュニケーションや活動に時間を割けるよう、業務効率を促進する為のIT機器等の導入を行います。また毎月の行事を盛り上げる工夫により、ご利用者・職員の笑い声が響き渡る施設サービス展開を目指します。
また令和３年３月、特別養護老人ホーム及び在宅系事業所内に監視カメラが設置されました。介護事故における検証や予防対策、サービス向上につなげて行きます。
（４）人材確保
①　広報委員会を立ち上げ、ホームページやパンフレット等、興味を引く内容を盛り込み、ご利用者の獲得の他、人材採用、多くの方に当荘の活動をご理解いただけるよう工夫します。
②　複数の求人誌、派遣業者、ハローワークの他、技能実習生や留学生、高齢者雇用等、多角的に捉えて採用に努めます。
３　法人全体で取り組む業務改善のための委員会等
　　　災害訓練
●防火災害訓練・・同敷地内事業所全体で実施します。火災による避難が年々入居者・ご利用者の重度化により、指示理解困難、移動機能の低下により難度を増しているので、より安全・より迅速・より確実を目標に実施します。
●土砂災害想定訓練・・南側正門方面からの土砂災害を想定し、１階から２階への誘導避難という、従来とは逆の行動が迅速に対応するため実施します。今年度は非常食の提供を職員研修で実施します。
1 感染症対策委員会・・・新型コロナウィルスの全世界における感染拡大が継続しているので、更なる警戒を行います。感染症の発生状況の報告、感染症予防啓発活動（施設内にうがい、手洗い励行の張り紙を掲示）、季節により流行する感染症への警戒等。特に直接介護職員および看護職員、相談員、管理栄養士には、感染症に関する内外部研修（リモート含む）への参加を促し、外部の情報や感染状況入手により随時警戒手段を取ります。
2 褥瘡予防対策委員会・・・委員会では褥瘡の発生率を抑え、多職種が連携して対策を取ります。臥位・座位における体圧分散が叶うよう検討し、除圧や寝具の在り方等の研修を行ない実践します。
3 認知症ケア委員会・・・認知症について、BPSDに対応するため、医療的知識、症状別対応方法、コミュニケーション方法等、検討し快適に過ごしていただくよう努めます。
4 事故防止対策委員会・・・施設内外の事例を基に事故を検証し、環境整備や対応の優先順位、方法を検討し、再発を防止します。監視カメラの映像から、より具体的な課題を探します。
5 虐待防止委員会・・・高齢者虐待法の趣旨を理解し、権利擁護の目線に立った介護の実践に取り組みます。施設内のサービスについても検討し、より良いサービス提供に努めます。
6 身体拘束廃止検討委員会・・・身体拘束ゼロの現状を継続しながら、なぜいけないのか、どうしたら「０」が継続できるのか話し合います。
7 給食委員会・・・毎月１回開催。施設長はじめ、各事業所責任者、委託業者出席のもと、安全で美味しい食事提供のため、メニューのチェックや食材、行事食について話し合います。
8 広報委員会・・・当法人の活動内容を多くの方々に発信するため、今年度から活動開始します。サービス利用の希望者の他、ご家族への情報提供、職員の採用やボランティアの募集等も併せて行います。
9 
安全衛生委員会（随時開催）・・・労働災害防止への取り組みについて労使一体となって検討します。
特別養護老人ホーム粟野荘事業計画
１　事業理念とサービス方針
１－１　事業理念

1 ご利用者が笑顔で生活でき、ご家族にも安心していただける施設作りを目指します。

2 明るい笑顔と愛語をもって全職員でケアを実践します。

3 職員の資質、専門性、技術の向上に努力します。
4 地域の方々とのつながりを大切にし、愛される施設作りを目指します。

	目標
	施設の具体的目標
	　
	指標・成果

	健全経営
	1 
	　
	特養稼働率を上げる　　　　　　
	　
	・空床期間の短縮。特養待機者への継続的連絡の実施（予測の上、待機者検討）
・入所までの期間短縮(情報内容の見直し)
・誤嚥性肺炎や骨折による入院防止

	
	
	
	
	　
	

	
	
	
	
	　
	・ホームページの内容充実

	
	②
	　
	職員研修の充実（学びあう）
	　
	・外部研修への参加と報告（リモート含む）
・職員研修
・介護技術の向上（自立支援介護）

	
	
	
	
	　
	・食事サービスの充実

	
	
	
	
	
	・リスクマネジメント研修

	
	③
	　
	職員の雇用安定
	・ホームページの内容充実の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・労働環境の整備　　
・人材確保による休息の確保　　　　　　　　　　　　　　　　

	地域貢献
	1 
	
	多くの方々に福祉を提供
	
	・利用者負担減免支援事業
・公社）日本財団の社会活動事業への寄付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	2 
	　
	家族・地域に向けた相談業務窓口設置
	　
　
	・地域の身近な相談窓口機能の構築「いちごハートねっと」事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・顔の見える関係作り

	
	3 
	　
	ボランティア・実習生・小中学校受け入れ
	
	福祉人材の育成　(ボランティア・社会福祉士　

・介護福祉士・職場体験等）

	
	
	
	
	
	

	向上
利用者サービスの
	①
	　
	その人らしさの実現
	　
	・不適切ケアを失くす
・余暇活動の提供
・個人情報の共有

	
	②
	　
	リハビリ・アクティビティの充実
	　
	・生活リハビリの推進　
・ボランティアによる慰問活動他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	
	　
	
	　
	・施設内外の行事への参加　（飲食等含）
・園庭の充実（散歩・花アレンジメント等）　　　　　　　　　　　


１　外部研修

1 施設長・副施設長・・管理者研修・技能実習生受入れ・関東ブロック他

2 事務長・・・経理事務研修等
3 課長・生活相談員・・関東ブロック・中間管理職研修・技能実習生関係・公益的取り組み・人権擁護研修等
4 管理栄養士　・・・日本栄養士会・県栄養士会研修等

5 　看護師・介護士・・認知症実務者・介護実務者・各痰吸引・看取り介護・口腔ケア他
県老施協、経営協、県社協等主催の研修の他、随時参加します。
４　各種委員会
感染症対策委員会（２か月に１回開催）
1 特養は２４時間体制であることから、職員からの感染予防に重点を置く必要があるため、ケース会議や申し送り時等、随時対応で警戒し合います。

2 感染症基礎知識他、感染拡大防止策（結核・ノロウィルス・インフルエンザ・ＭＲＳＡ・新型コロナ等）、嘔吐物への対応方法（ノロウィルス等）の学習を行います。
3 夏季前に脱水・熱中症の症状、予防法、対処法を学習します。
褥創予防対策委員会　（３か月に１回開催）
1 褥創の発生から写真撮影を行い、経過記録を残します。
2 食事の摂取状況から栄養内容見直し、食事形態検討、介助法検討を行います。（随時）
事故防止対策委員会（毎月開催）
1 施設内で発生した介護事故およびヒヤリハット報告について、監視カメラやセンサーマット等の画像・データ活用による原因の確定、再発防止のため事例検討を行います。また低床ベッド（床面から２６ｃｍ）を計１５台購入し、ベッドからの転落も防止しています。危険度の高い行為に対して、物品購入や環境改善を検討し、施設への働きかけも行います。
2 身体拘束廃止検討委員会（３か月に１回開催）・・・身体拘束ゼロの現状を継続しながら、なぜいけないのか、どうしたら「０」が継続できるのか話し合います。
3 認知症ケア委員会（３か月に１回開催）・・・認知症について、医療的知識、症状別対応方法、コミュニケーション方法等、検討し利用中を快適に過ごしていただくよう努めます。
4 安全衛生委員会（随時開催）・・・労働災害防止への取り組みについて労使一体となって検討します。
5 広報委員会（３か月に１回開催）・・・当法人の活動内容をご家族はじめ、多くの方々に発信するため、今年度から活動開始します。サービス利用の希望者の他、ご家族への情報提供、職員の採用やボランティアの募集等も併せて行います。
6 技能実習委員会（随時開催）・・・技能実習生について、法人全体で検討し、教育等の進捗をはじめとし、支援・交流を重ねながら互いの文化への理解を深めて行きます。
　　今年度災害訓練
●防災火災訓練・・同敷地内事業所全体で実施します。年々入居者・ご利用者の重度化により、避難誘導に対し指示理解困難、移動機能の低下となっており、難度が増しているので、より安全・より迅速・より確実を目標に今年度も実施します。
●土砂災害想定訓練・・南側正門方面からの土砂災害を想定し、１階から２階への誘導避難という、従来とは逆の行動を迅速に行うため実施します。
※今年度は自治会および近隣の高齢者介護事業所と連携し、訓練を実施する方向で検討中です。非常食の取り扱いについて、具体的行動が取れるよう、指示書・ポスター等の作成も行います。
短期入所生活介護事業計画
１　事業理念とサービス方針
１－１　事業理念
利用者・家族が利用中に安心して過ごせるよう、サービスの提供を目指します。

１－２　サービス方針
・利用者・家族の希望を反映し、柔軟にサービスが提供できるよう努めます。
・利用者の自立支援と在宅介護の負担軽減を目指します。

・明るい笑顔と愛語をもってケアを実践します。
	目標
	施設の具体的目標
	　
	指標・成果

	健全経営
	1 
	　
	ショート稼働率を上げる　　　　
	　
	・空床を作らない。（収入の安定化）

	
	
	
	
	　
	・安易な予約　・キャンセルの予防
・利用中の情報提供（居宅への協力依頼）
・利用前の情報収集（嗜好・趣味等）

	
	
	
	
	　
	・行事の実施

	
	②
	　
	職員研修の充実（学びあう）
	　
	・ 介護技術の向上（自立支援介護）

	
	
	
	
	　
	・ 食事サービスの充実

	
	
	
	
	　
	・ リスクマネジメント研修

	地域貢献
	1 
	
	多くの方に利用の機会を。
	
	・利用者負担減免支援事業

	
	2 
	　
	家族・地域に向けた相談業務
窓口設置
	　
	・地域の身近な介護相談窓口機能の構築

	
	
	　
	
	　
	・顔の見える関係作り　

	向上
利用者サービスの
	1 
	　
	その人らしさの実現
	　
	・アンケートの実施・情報収集

	
	2 
	　
　
	リハビリ・アクティビティの充実
	　
　
	・生活リハビリの推進　　
・余暇活動の見直し　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・施設内外の行事への参加　（飲食等含む）　
・園庭の充実（散歩・花アレンジメント等）

	
	3 
	　
	行事参加時の笑顔のフォト
プレゼント
	　
	・ご家族に利用中の様子をご報告

	
	4 
	　
	安全で快適な送迎サービス
	　
	・安全運転講習会への参加



デイサービスセンター粟野荘事業計画
１　事業理念とサービス方針
１－１　事業理念
・利用者・家族が利用中に安心して過ごせるサービスの提供を目指します。

・在宅生活の継続が叶うよう、利用中の身体機能維持の活動を提供します。
・非日常の演出に心掛け、外出の楽しみを提供します。
・感染症予防を心掛け、安全な環境を提供します。
	目標
	施設の具体的目標
	　
	指標・成果

	健全経営
	1 
	　
	デイ稼働率アップ　　　
	　
	・曜日による利用者数のムラをなくす

	
	
	
	
	　
	・担当居宅への利用中の円滑な情報提供

	
	
	
	
	　
	・活動中の状況を家族に数値・画像で伝える。

	
	②
	　
	職員研修の充実（学びあう）
	　
	・ 介護技術の向上（自立支援介護）

	
	
	
	
	　
	・ サービス向上研修

	
	
	
	
	　
	・ リスクマネジメント研修（検証）

	
	③
	　
	職員の雇用安定
	　
	・若年層の職員の確保

	
	④
	　
	労働環境の改善
	　
	・車両の小型化

	
	
	　
	
	　
	・物的環境の改善・感染予防

	地域貢献
	①
	
	多くの方に利用の機会を。
	
	・利用者負担減免支援事業
・１日体験利用

	
	2 
	　
	ボランティア・実習生・小中学生の受け入れ
	　
	・教育の一環としての職場体験の場を提供

	
	
	　
	
	　
	

	
	3 
	　
	予防事業への参画
	　
	・地域の予防対象者へのサービス提供

	向上
利用者サービスの
	①
	　
	その人らしさの実現
	　
	・アンケートの実施・情報収集

	
	2 
	　
	・リハビリ・アクティビティの充実
・行事への参加時の笑顔のフォトプレゼント
	　
	・生活リハビリの推進・ADLの状態確認　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	
	　
	
	　
	・リハビリ・アクティビティのメニュー等の充実

	
	
	　
	
	　
	・施設内外の行事への参加　（飲食等含む）
・ご家族に利用中の様子をご報告　

	
	③
	　
	安全で快適な送迎サービス
	　
	・安全運転講習会への参加
・ドライブレコーダーの設置の検証と取り組み


　災害訓練への取り組み

ご利用者の安全を守るため、避難訓練と消火訓練を各１回ずつ実施します。
　地域密着型通所介護事業所　まつばらデイサービス事業計画書
１　事業理念
１－１事業理念
・利用者本位のサービスを提供できるように配慮します。
・在宅生活の継続が可能となるよう身体機能のレベル維持を目指します。
・デイサービスを利用することによる外出の楽しみを提供します。
・地域住民との運営推進会議により、この地域の求めを知り、それらに沿う形で
サービスが提供できるよう努めます。
・感染症予防を心掛け、安全な環境を提供します。
	目標
	施設の具体的目標
	　
	指標・成果

	健全経営
	1 
	　
	デイ稼働率アップ　　　　　
	　
	・曜日による利用者数のムラをなくす

	
	
	
	
	　
	・短時間希望・通常規模対応困難者への対応

	
	
	
	
	　
	・ケアマネージャーへの情報提供

	
	②
	　
	職員研修の充実（学びあう）
	　
	・介護技術の向上（自立支援介護）

	
	
	
	
	
	・リスクマネジメント、感染予防、事故防止、虐待防止、認知症、身体拘束廃止等
・法人全体の委員会に参加し共に学ぶ

	
	③
	　
	職員の雇用安定
	　
	・若年層の職員の確保

	
	
	　
	
	　
	・常勤可能な職員の確保

	
	
	　
	
	　
	・職員処遇面を改善　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	地域貢献
	1 
	　
	多くの方に利用の機会を。
	　　
　
	・利用者負担減免支援事業

	
	
	　
	
	
	

	
	②
	　
	ボランティア・実習生・小中学生の受け入れ
	　
	・教育の一環としての職場体験の場を提供する。

	利用者サービスの向上
	①
	　
	その人らしさの実現
	　
	・本人・家族からの情報収集

	
	②
	　
	リハビリ・アクティビティの充実
	　
	・生活リハビリの推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	
	　
	
	　
	・リハビリ・アクティビティのメニュー等の充実

	
	
	　
	
	　
	・施設内外の行事への参加　（飲食等含む）　

	
	③
	　
	安全で快適な送迎サービス
	　
	・安全運転講習会への参加


　災害訓練への取り組み

ご利用者の安全を守るため避難訓練を年１回実施します。
在宅介護支援センター　粟野荘　指定居宅介護支援事業所　事業計画
１．基本方針
　　　　　介護保険の基本理念である「高齢者の自己決定権の尊厳」「自分らしい生活の継続」及び「自立支援」を基本とし、常にご利用者の意向を踏まえ、自立支援に向けた居宅サービス計画を作成し、そのプランに従ってサービスが提供されるよう多種多様の事業者と調整しながら、在宅での生活が継続できるよう支援していく。
（１）信頼を得る
ご利用者とそのご家族の方とのコミュニケーションを重視し、おかれている立場の把握や内外的な要因を取り除くことによって信頼関係を得る。
（２）課題を正確に捉える
　　　　　宮城方式課題分析方法を学びアセスメントを正確に行うことによって、ご利用者及びご家族の方の抱える課題や問題と向き合い的確なサービスの提供に努めます。
（３）情報提供をする
　　　　今、必要とされる介護保険制度やサービス提供等の情報を適切に詳しく説明する。
（４）モニタリングを行う
　　　　毎月、正確な身体の状態や生活環境等を把握し、その方の状態にあったサービスを提供できるよう定期のモニタリングに努める。
（５）ご利用者の立場に立つ
　　　　常にご利用者の立場に立ち、何が今必要とされているかを一緒に考え、対応することに努める。
（６）在宅における医療機関との連携強化
　　　　利用者の心身の状況、その置かれている環境に応じて、利用者の選択に基づき適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効果的に提供されるよう配慮する。
２．具体的な施策
≪ケアマネジメントの充実≫
（１）アセスメント（課題分析）
ご利用者及びご家族の方の意向等を把握し、解決すべき課題や生活行為等に対する可能性を抽出し、それらに基づく目標を導き出す。また、得られた情報はケアマネジメントの中核とし状態像を十分に把握する。
（２）サービス担当者会議（ケアカンファレンス）
　　　ご利用者及びご家族の方、サービス事業所が参加することにより、生活への要望や課題を直接会って確認することで、その思いをチーム全員が共有できると共に、ご利用される側が「支援チーム」に支えられているという実感をもってもらう。
（３）モニタリング（サービス実施状況の把握及び評価）
　　　モニタリングは、ご利用者に対する継続的なアセスメントでもあり、ご利用者や家族の要望や苦情を口に出せるような関係を築いていくとともにサービスの実施状況も確認する。
（４）居宅サービス計画の見直し（再アセスメント）
モニタリングの結果から、ケアプラン変更の必要性が生じたら、その内容を確認しご利用者の状態の変化及びニーズを把握し、再アセスメントを行い、居宅サービス計画を見直し作成する。
（５）給付管理
　　　サービス提供事業者からサービスの実績報告を受け、内容を確認し「給付管理票」を作成し翌月１０日までに県の国民健康保険団体連合会に提出する。
３．重点事業目標
（　１　）目　標
(1) 介護保険制度の理解を深め制度改正への迅速な対応を行う。
②地域に選ばれる事業所になる為に、利用者からの相談受付は即日から翌日までに対応し、早期のケアマネジメントが行えるように対応していきます。
（　2　）事業所加算の算定
　　①　特定事業所加算（Ⅱ）
　　　・　質の高いケアマネジメントを実施する為に、主任介護支援専門員を１人以上、常勤の介護支援専門員を３名以上配置し、定期的な研修の実施で介護支援専門員の共通意識や知識を高め、地域のモデル事業所となるべく活動する。また、法定研修等における実習受け入れ事業所となるなど人材育成に関する協力体制を整備し、特定事業所加算を算定する。
· ご利用者からの相談は、２４時間連絡体制を確保し利用者の相談に対応しサービスの質の向上に努めます。
· 地域包括支援センターから支援困難な事例を紹介された場合においても、居宅介護支援を提供する。
· ご利用者様に関する情報又はサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催します。
· 地域包括支援センター等が実施する事例検討会に参加、独自に運営する居宅介護支援事業者と共同で事例検討会・研修会等を実施する。
· 必要に応じて、多様な主体が提供する生活支援サービス（インフォーマルサービスを含む）が包括的に提供されるようなサービス計画を作成する。
②　入院時情報連携加算
· ご利用者が入院するにあたり、入院先の職員に対し、介護サービス利用状況又は、心身の状況や生活環境等必要な情報を提供する。

　　③　退院・退所加算
　　　　・退院にあたり、入院先の職員と面談を行い、必要な情報の提供を受けた上で、居宅サービス計画を作成し、居宅サービスの利用に関する調整を行う。
　　④　適切かつ質の高いケアマネジメントを実施する為特に手間を要する初回にサービス計画を作成した場合算定する。
　　⑤　小規模多機能型居宅介護の利用へ移行する際、利用状況の情報提供を行った場合算定する。
　　⑥　山間・へき地などの地域に所在する事業所の介護支援専門員が居宅介護支援を行った場合算定します。
　　⑦　病院、診療所の求めにより、当該病院等の職員とともに利用者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要に応じて居宅及び地域密着型サービスの利用調整を行った場合算定します。
　　
　　（２）特定事業所集中減算について
　　①　正当な理由なく特定の事業所へのサービス偏りの割合が80％を超えないようにします。
　　②　年２回の報告
　　　　・　３月～８月の集計を９月１5日まで提出。
　　　　・　９月～２月の集計を３月１5日まで提出。
③　ケアプランにおける訪問介護、通所介護、福祉用具貸与の各サービス利用割合を前期（３月～８月）、後期（㋈～１２月）に分けて、介護サービス情報公表制度において公表するとともに、サービス契約時に利用割合を文書で交付する。
（３）標準担当件数
　　①　ケアマネージャー１人当たりの標準担当件数（毎月の請求件数）を３５件未満とする。
（４）申請代行業務
　　①　何らかの理由により、各種申請が困難なご利用者に対し、要介護認定の代行申請等の申請代行を行う。
　　②　住宅改修希望のご利用者に対し、介護保険制度で改修該当・非該当の部分について説明を行う。また、ご利用者と住宅改修業者との連絡調整を行い、その後行政へ申請代行を行う。
　　③介護保険で購入できる特定福祉用具対象品の説明を行い、福祉用具購入費支給申請の代行を行う。
４．介護支援専門員の資質・専門性の向上
・介護支援専門員は、多様に変化する介護保険制度を円滑に実施するため、研修会や学習会に積極的に参加し、専門知識及び技術習得を図り資質の向上を図る。
・内部研修の計画的な開催を実施すると共に外部研修への積極的な参加を随時行う。
・年間研修計画を別紙に定める。
・粟野地区の介護支援事業所在籍の介護支援専門員と共同で勉強会を行ない、相互の連携と地域福祉の向上を図る。

（１）内部研修
　　　①　ご利用者や家族への応対時にホスピタリティの精神と最低限のマナーを学ぶ接遇研修
　　　②　コミュニケーションの基本やニーズ把握を的確に行う相談援助技術研修（年２回程度）
③　支援困難ケースや同僚の介護支援専門員のケースアプローチ方法等を学ぶ為のケース検討会
　（２）外部研修
　　　①　鹿沼市介護支援専門員連絡会主催の研修への参加
　　　②　とちぎケアマネジャー協会主催の研修への参加
　　　③　その他外部団体主催の研修への参加
　　　　＊研修等に参加後は事業所内で勉強会を開催し情報や知識の伝達を図る。
（３）不満や苦情があれば、迅速かつ適切な対応が図れるようにする。
　　　　受付時の対応について、相手に不快感を与えない様に対応する。
（４）秘密保持厳守、及び個人情報の取り扱いを適正に行う。
　　　　言動や行動に注意し秘密保持厳守に努める。
５．各関係機関との連携の強化
（１）地域包括支援センターを始め、各関係機関との連携を密にし、ニーズに沿ったケアマネジメントが行えるよう努める
（２）地域包括支援センターと随時困難事例等の検討会を開催し情報を共有する。
　　　（３)介護保険上に位置付けた地域ケア会議において個別のケアマネジメント事例の提供の求めがあった場合にはこれに協力するよう努めます。
（４）居宅介護支援事業所と指定居宅サービス等の事業所の意識の共有を図る観点から、介護支援専門員は、居宅サービス計画等に位置付けた指定居宅サービス等の担当者から個別サービス計画の提出を求め連携の強化を図ります。 
６．高齢者虐待防止について
　　高齢者虐待を発見しやすい立場にある事を自覚し高齢者虐待の早期発見に努めます。また、虐待を受けたと思われる高齢者を発見した場合、速やかに市町村に通報します。
7．職員配置  管理者　１名、介護支援専門員　３名以上
在宅介護支援センター　粟野荘　在宅介護支援事業　事業計画
１．基本方針
　　　　鹿沼市からの在宅福祉関係の委託業務を受け入れ、地域福祉の向上と要援護者の早期発見、地域の住民からの相談を受付け、集約した上で、地域包括支援センターにつなぐための窓口（ブランチ）としての役割を十分に果たすこととする。 
２．委託業務内容 
 （１）介護等に関する相談を受け付けて、必要に応じて訪問し、関係機関への連絡調整を行う
（ブランチ業務） 
　（２）ブランチ業務報告書を毎翌月の１０日までに市に提出する。
 （３）在宅で介護を行う家族の慰労や介護者相互の交流を目的とした「元気回復事業」の実施 
（４）地域包括支援センターの業務協力
　（５）その他、市長が必要と認めた事に関し業務協力をします。
３．重点事業目標
　（１）介護に関する相談の場として、地域住民への周知活動。
　（２）相談援助の迅速化と関係機関との連携強化。
　（３）相談援助技術や面接技術の向上と知識取得の為の研修会を開催する。
　（４）「元気回復事業」の参加者確保と増大を図る。
鹿沼西地域包括支援センター事業計画
１．運営に当たっての基本的考え方　
高齢者が住み慣れたところで、その人らしく安心して生活することができるよう、高齢者を地域で支える「地域包括ケアシステム」の構築を目指して、以下の視点に立ち運営します。
（１）運営における基本的な視点
次の３つの視点に立脚した運営を行います。
１）「公益性」の視点
介護・福祉行政の一翼を担い「公益的な機関」として、公正で中立性の高い事業運営を行います。
２）「地域性」の視点
　　　地域の意見を汲み上げ、それらをセンターの日々の活動に反映させるとともに、地域の特性や実情を踏まえ、地域が抱える問題の解決に取り組みます。
３）「協働性」の視点
　　　地域の中に積極的に入り問題の発見に努めるとともに、保健・福祉・医療の専門職やボランティア、民生委員等様々な関係者と密接な連携を図ります。
　　　センター内においては、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員の３職種のチームアプローチで業務を進めるとともに、地域の社会資源との連携に努めます。
（２）地域包括支援センター職員としての基本的な視点
　　　次の6つの視点を認識しながら業務に従事します。
1 　高齢者が自分らしい生活を継続するための支援であること
2 　「権利擁護」の視点に基づくものであること
3 　相談者のプライバシーを尊重すること
4 　地域や家族の特性に応じて「包括的かつ継続的」に支援すること
5 　チームアプローチであることを充分に理解すること
6 　専門性の向上を図ること
２．業務
地域包括支援センター業務実施にあたっては、国が定める「地域包括支援センター業務マニュアル」等に基づき関係機関と連携を図りながら各種の業務を実施します。
（１）介護予防・日常生活支援総合事業
　１）介護予防・生活支援サービス事業
　①介護予防ケアマネジメント（第1号介護予防支援事業）
　　　基本チェックリスト該当者に対して、介護予防および日常生活支援を目的として、その心身の状況等に応じて、対象者自らの選択に基づき、介護予防・生活支援サービス事業等適切な事業が括的・効率的に実施されるよう必要な援助を行います。介護予防ケアマネジメントと指定介護予防支援事業は制度としては別ですが、共通の考え方に基づき一体的に実施します。

２）一般介護予防事業
　　介護予防を目的とした教室や訪問活動を実施し、介護予防活動の普及・啓発や、住民主体の介護予防活動の育成・支援を行います。
（２）包括的支援事業
１）総合相談・支援業務
①　地域におけるネットワーク構築
　　支援を必要とする高齢者を見出し、保健・医療・福祉サービスをはじめとする適切な支援につなぎ、継続的な見守りを行い、更なる問題の発生を防止するため、地域における様々な関係者とのネットワーク構築を図ります。
②　実態把握
　　　相談支援業務を適切に行うために、ネットワークの活用と、市や関係機関・様々な社会資源と連携し、高齢者の個別訪問、家族や近隣住民からの情報収集等により実態把握を行います。
　　　実態把握調査を行うにあたっては市が提供する情報を基に市の意向を踏まえた選定を行い調査します。
③　総合相談支援
　　総合相談業務として、次の業務を行います。
　＜初期段階での相談対応＞
訪問・面接等により相談を受け、状況把握を行い、専門的又は緊急の対応が必要かどうかを判断し、適切な情報提供や関係機関への紹介等を行います。
＜専門的・継続的な相談支援＞
　　　　専門的・継続的な関与又は緊急の対応が必要と判断した場合には、課題を明確にし、個別の支援計画を策定し、適切なサービスや制度につなぐとともに、当事者や当該関係機関から、定期的に情報収集を行い、期待された効果の有無を確認します。
業務を行うにあたり、相談・支援台帳や記録票を整備します。
２）権利擁護業務
①　成年後見人制度の利用促進
　　成年後見制度の利用が必要と思われる高齢者の親族等に対して、成年後見制度の説明や申立てにあたっての関係機関の紹介等を行います。なお、申立てを行える親族がない場合や親族があっても申立てが行われない場合は、市長申し立てにつなげます。
②　虐待への対応
高齢者の虐待を把握した場合には、「鹿沼市高齢者虐待対応マニュアル（在宅高齢者対象）」に基づき速やかに当該高齢者を訪問して状況を確認し、事例に即した適切な対応をとります。
③　困難事例への対応
　　　　高齢者やその家族に重層的な課題があるケース、高齢者自身が支援を拒否しているケース等の困難事例を把握した場合には、地域包括支援センターの専門職が相互に連携を図り、地域包括支援センター全体で対応を検討し、必要な支援を行います。
④　消費者被害の防止
　　　　消費者被害を未然に防止するため、関係機関や民生委員、介護支援専門員、訪問介護員等との情報交換や必要な情報提供を行います。
３）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
　　　高齢者が安心して住みなれた地域で暮らすことができるよう、介護支援専門員、主治医、地域の関係機関との連携など、多職種相互の協働により、高齢者の状況や変化に応じて、包括的・継続的なマネジメントが行えるよう、介護支援専門員に対する支援を行います。
　　　本業務は、主任介護支援専門員が中心となって実施しますが、包括支援センターの他の職種はもちろん、地域の関係機関との連携にも留意して業務を行います。
1 　包括的・継続的ケア体制の構築
施設・在宅を通じた包括的・継続的なケアを実施するため、介護支援専門員と関係機関の間の連携を支援するとともに、介護保険サービス以外の様々な社会資源を活用できるよう、地域の連携・協力体制を整備します。
2 　介護支援専門員のネットワーク構築・活用
　　　日常的な業務が円滑に実施できるよう支援するために、介護支援専門員相互の情報交換を行う場の活用を図ります。
③　日常的個別支援・相談
　　　　　介護支援専門員に対する相談窓口を設置し、必要な支援を行います。
　　　④　処遇困難事例等への支援・助言
　　　　処遇困難事例等について、適宜、包括支援センターの他の職種や関係者、関係機関との連携の下で、具体的な支援方針を検討し支援・助言を行います。
⑤　資質向上のための研修
　　　介護支援専門員が、能力や経験に応じた研修が受けられるよう事業所や、研修機関に働きかけるとともに、協力して研修会を実施します。また、地域包括支援センターの他の職種や関係機関とも連携し、事例検討会や研修を行い、制度・施策等に関する情報提供を行います。
４）地域ケア会議推進事業
　　　　地域ケア個別会議については、個別事例の検討を通じて、他職種協働によりケアマネジメント　支援を行い、地域のネットワーク構築につなげられるよう更なる取り組みを進めていきます。
地域ケア推進会議については、地域ケア個別会議や、生活支援体制整備事業から見えてきた地域の課題を把握した上で、地域づくり・資源開発や政策形成へとつなげていきます。そして、認知症施策や生活支援・介護予防サービスの基盤税日の推進にも反映させていきます。
　　
　　５）認知症総合支援事業
　　　　認知症の人の意思が尊重され、出来る限り住み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる「新オレンジプラン」の視点に沿った認知症高齢者等にやさしい地域づくりを目指します。
1 認知症初期集中支援チームを設置し、早期診断・早期対応に向けた支援体制の構築を図ります。
　　　　　認知症サポート医と認知症地域支援推進員が医療機関・オレンジドクター（もの忘れ・認知症医）や介護サービス事業者などの関連機関との連携を強化し、認知症やその家族が状況に応じ、適切に医療や介護等のサービスを受けられるよう支援します。
　　　②　認知症ケアパスやホームページ等を有効活用し、認知症は皆にとって身近な病気であることを、普及・啓発等を通じて改めて地域全体として確認していきます。
　③　地域での各団体、企業、学校などの様々な方を対象に、認知症サポーター養成講座を開催します。また、講師役であるキャラバンメイトの活動支援を行うとともに、キャラバンメイトの有効活用を促進します。
　④　徘徊高齢者の早期発見、保護、見守り体制構築に向け、徘徊高齢者ネットワーク組織の体制強化に努めます。
　⑤　認知症カフェ等の認知症の方や家族の地域での居場所づくりを推進します。
　⑥　若年性認知症の人一人ひとりが、その状態に応じた適切な支援を受けられるよう各関係機関と連携を図り、様々な分野にわたる支援を総合的に行います。
　　６）在宅医療・介護連携推進事業
　　　　医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを続けることができるよう、在宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構築するため、他職種協働による医療・介護の関係団体の連携を推進していきます。
　　　①　地域包括支援センター内に在宅医療・介護連携支援コーディネータを配置し、在宅医療と介護の連携促進や相談窓口強化を行います。
　　　②　本人や家族が安心できる切れ目ない支援体制の構築や、在宅療養に関する市の課題の抽出と、解決のための具体的な取り組みを継続的に展開していける体制をつくります。
　　　③　市民向け講座の開催や広報、パンフレット等を活用し市民啓発を図ります。
　　　④　県及び上都賀郡市医師会と綿密に連携しながら、在宅医療を担う医師や後方支援病院等の確保を目指します。
　　７）生活支援体制整備事業
　　　　17地区生活圏ごとに協議体の設定や生活支援コーディネーター配置を進め、市全体をみる第1層協議体や生活支援コーディネーターと連携し、生活支援サービスが、必要な人に提供できるよう、体制を整備していきます。
特に、第2層協議体での検討を通じ、必要なサービスを提供する支援者としての市民の育成を行うとともに、支援したいという思いを持つ団体や機関にも積極的に働きかけ、新しいサービスを検討していきます。
（３）その他の事業
①　周知・啓発活動
保健福祉サービス及び介護保険サービスの存在や利用方法等に関する情報の
提供やサービス利用の促進を啓発します。
②　代行申請及び利用調整
保健福祉サービスの利用に係る申請手続きの受付や申請の代行を行います。
利用者の立場に立った保健福祉サービス等の利用調整を図ります。
2 　安否確認業務
状況に応じて、福祉電話設置者や緊急通報システム設置者、その他必要に応じた安否確認や調査業務を行います。
④　鹿沼シニアライフみまもり隊との連携
高齢者の孤立防止のために、鹿沼シニアライフみまもり隊との連携により、地域の見守り体制を強化します。
⑤　その他
市との連携を密にし、必要な事業を行います。
（４）指定介護予防支援事業
　　　要支援１・２の認定または基本チェックリストにより事業対象者となった利用申し込み者に対し、本人の状況により介護予防サービス計画を作成し、一定期間毎に評価を行い要介護状態になることをできるだけ防ぎ自立した生活が送れるよう支援します。
１）利用申込みの受付と利用申込者との契約の締結
２）利用者の意向と課題分析（アセスメント）
３）介護予防サービス計画作成（ケアプラン）
４）サービス担当者会議の開催
５）介護予防サービス計画書の交付
６）サービスの提供
７）モニタリングの実施
８）評価（３～６か月に１回）
９）給付管理と介護報酬の請求
※　指定介護予防支援事業（介護予防支援事業所業務）実施上の留意点
①　指定介護予防支援事業は地域支援事業に支障のない範囲で実施し、利用者の要望や状況により、居宅介護支援事業者への委託を行います。
②　地域包括支援センターは、①により業務委託をする場合、介護予防サービス計画原案が作成された段階で、その内容が適切であるかを確認します。
業務委託をする場合も、当該業務の最終的な責任は地域包括支援センターが負うことになります。
３．職員配置
　　　地域包括支援センター業務を行うために専門の職員（保健師等・社会福祉士・主任介護支援専門員）を常勤で配置します。
＜参　　考＞
　当該地域包括支援センターの、介護予防サービス計画作成件数が６０件を超えたときには、介護予防支援業務を円滑に実施できるよう、指定介護予防支援事業所職員として、下記の要件を満たすものであって、都道府県が実施する介護予防支援に関する研修を受講する等必要な知識及び能力を有するものを充てる必要があります。
（１）保健師（地域包括支援センター業務との兼務可）
（２）社会福祉士（地域包括支援センター業務との兼務可）
（３）主任介護支援専門員（地域包括支援センター業務との兼務可）
　　　指定介護予防支援事業所の職員（介護予防サービス計画作成者）
（４）経験ある看護師
（５）高齢者保健福祉に関する相談業務等に３年以上従事した社会福祉主事その他必要な人員については、指定介護予防支援基準の規定による。
鹿沼西地域包括支援センター事業計画（独自事業）
※昨年度は、新型コロナウィルス感染症対策の為、市の活動方針を踏まえ、納得できる活動ができませんでした。
今年度は、昨年度の事業が実施できるように、感染症予防対策をしっかり行い、市とも協議していきます。
〇センター独自の活動
地域に溶け込んだ地域包括支援センターとして、今後も自治会・民生委員・見守り隊・地域ボランティア等と連携し、地域の高齢者をサポートしていきます。
①　民生委員や自治会・地域住民、関係機関からの情報をもとに実態訪問調査を実施して、地域の独居・シルバー世帯の把握を行い、ニーズ把握や困難事例へのリスクマネージメントを行っていきます。
②　介護支援専門員の相談に対応し、居宅介護支援事業所や関連機関との連携と、介護サービス利用者や未利用者の状況把握を行い、必要時の助言や支援チームの構築協力などを行っていきます。担当地域内の主任ケアマネと連携し、地域内気づきの事例検討会を開催します。
3 　介護予防の観点を重視し、各日常生活圏域にあるサロンや元気アップくらぶに参加して、健康増進・維持ができるように、市の出前講座を通じて協力していきます。
〇　職員配置
地域包括支援センター業務を行うために専門の職員を常勤で配置します。
（１）主任介護支援専門員　　　　１名
（２）保健師等　　　　　　　　　　　 １名（管理者兼務）
（３)社会福祉士　　　　　　　　　　 １名
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